
   

令和５年３月８日  

 
電波法施行規則等の一部を改正する省令案等に対する 

意見募集の結果及び電波監理審議会からの答申 
－デジタル簡易無線の高度化のための制度整備－ 

 

総務省は、簡易無線の高度化に係る電波法施行規則等の一部を改正する省令案等につい

て、令和５年１月 14 日（土）から同年２月 13 日（月）までの間、意見の募集を行いまし

た。 

その結果、10 件の意見の提出がありましたので、提出された意見及びそれらの意見に対

する総務省の考え方を公表します。 

また、意見募集の結果を踏まえた上で、当該省令案等のうち電波法（昭和 25年法律第 131

号）に基づく諮問事項について、電波監理審議会（会長：笹瀬 巌慶應義塾大学名誉教授）

に諮問し、本日、原案のとおりとすることが適当である旨の答申を受けました。 

総務省は、今後、意見募集の結果及び電波監理審議会からの答申を踏まえ、速やかに関

係規定の整備を行う予定です。 

 

１ 概要 

デジタル簡易無線局は、無線従事者資格が不要で、簡易な業務又は個人的用務を目

的とした無線局であり、近年、音声通信だけでなくIoT分野でのデータ通信にも利用

が拡大しているところです。 

一方、スキー場やゴルフ場などにおける地形による不感地帯や、商業施設やホテル、

工場、企業ビルなどの、建物内でデジタル簡易無線を利用する場合に、構造物などに

より電波が遮蔽されて生じる不感地帯を解消するための中継利用など、不感地帯解消

のニーズも増加しているところです。 

このため、昨年、自動的に又は遠隔操作によって無人でも動作する簡易無線を利用

して不感地帯の解消につなげるといったデジタル簡易無線の高度化の技術的条件に

ついて情報通信審議会で検討を行い、令和４年11月に一部答申を受けたところです。 

このような状況を踏まえ、近年の簡易無線の利用増加及びIoTや中継利用などのニ

ーズに対応するため、デジタル簡易無線の高度化に必要な制度整備を行うため、電波

法施行規則等の一部を改正する省令案等について意見募集を行いました。 

 

２ 意見募集の結果 

提出された意見及び当該意見に対する総務省の考え方は、別紙のとおりです。 

 

３ 電波監理審議会からの答申 

意見募集の結果を踏まえ、電波法施行規則等の一部を改正する省令案等のうち電波

法（昭和25年法律第131号）に基づく諮問事項について、電波監理審議会に諮問した

ところ、本日、原案を適当とする旨の答申を受けました。 

 

４ 今後の予定 

総務省は、電波監理審議会からの答申及び意見募集の結果を踏まえ、速やかに関係

規定の整備を行います。 

 



【関係報道資料】 

●電波法施行規則等の一部を改正する省令案等に係る意見募集 

－デジタル簡易無線の高度化等に係る制度整備－（令和５年１月13日） 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000569.html 

 

 

（連絡先） 

【周波数割当計画の変更案以外について】 

総合通信基盤局電波部移動通信課 

担当：山下課長補佐、加藤課長補佐、黒川第一技術係長 

住所：〒100-8926 東京都千代田区霞が関2－1－2  

中央合同庁舎2号館 

電話：（代表） 03-5253-5111 （直通）03-5253-5895 

E-mail(注)： land_radio_atmark_ml.soumu.go.jp 

【周波数割当計画の変更案について】 

 総合通信基盤局電波部電波政策課 

 担当：渡辺周波数調整官、山下第三計画係長 

住所：〒100-8926 東京都千代田区霞が関2－1－2  

中央合同庁舎2号館 

 電話：（代表） 03-5253-5111（直通）03-5253-5875 

 E-mail(注)： freq-allocation_atmark_ml.soumu.go.jp 

 
注 このアドレスには迷惑メール防止対策を施しています。 

使用の際は、_atmark_を、@に置きかえてください。 

 


